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本研究では国際交通における無害通行権の考え方，国内での交通政策基本法に至る移動の権利に関する

議論の整理，土地収用の考え方と具体的な方法の整理，民地における囲繞地通行権の考え方と解決方法の

整理をそれぞれ行った．その結果，共通概念として移動側の利益を重視していること，通行は無害通行が

原則で，費用が発生する場合は移動側が負担するのが基本であるということがわかった．	

現行の交通政策基本法では移動が基本的人権として認められている状況ではないため，囲繞地通行権の

ような法的な権利の半自動的な設定は難しいものの，新幹線網整備には公共事業としての公益性があり，

利害対立地域間での局所的な整備水準の観点では，少なくとも新幹線整備済み地域が未整備地域に対して

新幹線整備を阻止する理由は存在しないという考察を行った．	
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1.　研究の背景と目的	

(1)　研究の背景	
　近年，全国的な新幹線網の整備が進行しつつあるが，

これまでになかった課題が明らかになりつつある．たと

えば九州新幹線の西九州ルート（新鳥栖-長崎間：以

下，西九州新幹線）では，武雄温泉-長崎間が工事中で

あり，2022年ごろ営業開始予定である一方，佐賀県下の
新鳥栖−武雄温泉間では同県が着工に同意していないた

め，全線完成の見込みが立っていない．このような「通

せん坊状態」の発生によって幹線鉄道網整備が滞る可能

性のある例は全国で何箇所か見られる．これまでは広域

インフラの場合，地域間の利害対立は当事者間の調整に

より合意を得た上で整備に至ってきたが，昨今は隣接地

域間で主として経済的な利害対立が先鋭化し，全国的な

幹線鉄道網整備が遅滞する事態に陥りつつある．	

　全体の利益が一部の不利益を大きく上回る場合，その

事実を当事者に伝えることで説得を図ったり，不利益を

被る側に一定の補償を行うことで合意を得る方法が考え

られる．だが，上述のようなケースの場合は利益と不利

益の帰着先はそれぞれ限定的であり，利害の大きさだけ

に着目する方法では解決が難しい可能性がある．	

　幹線鉄道を単なる経済的な利害発生源として見るので

はなく地域間の通路と捉えた場合，果たして当該幹線鉄

道には公益性があるのか，通行権のようなものが生じる

のかといった議論はありうると思われる．例えば，最も

広域的な交通である国際交通には無害通行権があり，国

内でも交通政策基本法が我が国の基本的な通行に関する

現状の考え方を示している．同法は今のところ地域交通

での運用が多いものの，新幹線を含む幹線鉄道も取り扱

い範囲になっているので，都市間交通における通行権の

考え方の基礎として扱うことは可能である．	

　また，幹線鉄道整備における地域の利害対立を一種の

相隣関係として見た場合，民地における紛争解決方法が

参考になるのではないかと思われる．私有地の隣接区域

同士の利害が対立した場合の調整については判例が確立

しており，その背景となる通行権の考え方，および具体

的解決方法も一定の考え方が存在する．個々の土地の経

済的利害調整だけではなく，移動の権利を守り，公共の

視点から土地を有効活用するという視点が含まれてお

り，これを参考にすることで全国的な幹線交通整備にお

ける利害対立の調整方法の考え方や具体的解決策の考案

の糸口となるのではないかと考えられる．	

　さらに，都市計画等に基づく公共事業では，公益性を

理由に民地を収用するという具体的な制度も存在してい

る．このように，現在は幹線鉄道整備における利害対立

を調整する手法は存在しないものの，参考となる考え方

はいくつも存在しており，基本的な考え方と解決方針の

の確立は十分可能ではないだろうか．	
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(2)　本研究の目的	
　本研究では前述の背景の下，まず国際法に基づく通行

権の考え方の整理と分析，交通政策基本法が成立するま

でに行われた主要な議論の振り返りを通じた国民が享受

すべき都市間交通の基本的な水準の整理と分析，公共事

業実施時における土地収用の基本的な考え方の考え方と

解決方法の整理，さらに，民地における相隣関係の基本

的な考え方と解決方法の整理と分析を行う．その後，幹

線鉄道整備における利害対立についてはどのような考え

方を基本として，どのような解決方針が考えられるかに

ついて論じることを目的とする．	

　なお，本研究では土地収用や民地における紛争解決の

考え方等が紹介されるが，これら制度に適用される法令

をそのまま幹線鉄道整備における利害対立の解決策とし

て適用することを目的としているわけではない．	

2.　既存の研究と本研究の視点	

(1)　幹線交通整備と交通権に関する研究	
　実際の交通政策の中における取り扱いについては後述

するが，高速鉄道整備を広域的な交通権を実現する方策

と位置づけて論じた研究については，国内外ともにほと

んど見当たらず，曽根らの研究1)の冒頭で「鉄道は…(中

略)…人々の移動権を確保する基礎的社会インフラとし

ての役割…」と述べられているものの，この研究自体は

高速鉄道整備の経済効果分析である．国内の新幹線整備

に関連した交通権に関する議論としては，並行在来線の

廃線や経営分離による地域交通の利便の悪化を論じられ

ることが多く，例えば池田2 )は，北陸新幹線の開通に

よって信越本線の一部区間が廃止されて県境を越える地

域交通が寸断されたことや北越急行の主要収益源が失わ

れたことなど，地域交通の視点から新幹線建設を批判

し，今後の西方への延伸による並行在来線等への影響に

対する懸念を示している．また，高速道路に関連したも

のとしては，2010年代に検討された高速道路の無料化政
策の影響について，207生活圏間の機関分担率の変化を
計算することによって明らかにした上岡3 )の研究があ

り，高速道無料化が日本の鉄道網維持に悪影響を及ぼす

可能性について論じている．瀬戸内海の大崎上島を例に

研究した風呂本4 )は「離島における交通問題はひとえに

本土との交通問題となる」と述べており，離島における

交通権の確保の観点から架橋の重要性について論じてい

る．持続可能な交通政策に関する大久保らの著書5 )でも

移動に関する権利を考慮しながら解説が行われている

が，新幹線などの広域交通への言及は見られない．	

(2)　公共事業における利害対立に関する研究	
　公共事業実施時の利害対立についての研究としては，

対立構造をゲーム理論の枠組みで捉えることが行われて

きており，例えば谷下らの研究6),7)などがあるほか，限

定的な合理性とゲームの変更を想定したドラマ理論に基

づいて詳細な分析をした二宮の研究8 )など，理論研究か

ら事例研究まで多数の研究がある．	

　しかし，幹線交通整備における利害対立問題にこのよ

うな方法を適用したとしても，対立の当事者が利害に対

して（完全か限定かはともかく）合理的に行動して合意

に到達した結果が，国土全体の適切な利用の観点や地域

間のバランスの観点で望ましい状態であるということを

保証しているわけではない．あくまで一部の当事者間で

の実行可能解を探る方法に過ぎないと思われる．多数の

主体を想定した上で理論を適用し，多体問題として解け

ば良いとの立場も存在すると思われるが，比較的単純な

力学法則に支配されている天体の動きですら求解が容易

ではないことが知られており9 )，社会法則に支配される

日々変化する実社会での課題において理論解を求めるこ

とはより一層困難であると思われる．	

(3)　本研究の視点と構成	
　本研究はゲーム理論等の主体間の合理的な行動をモデ

ル等として記述して合意点を探るような研究ではない．

幹線鉄道整備には移動の権利，交通権，公益性といった

考え方が適用可能かを検討し，その上で，利害対立が発

生した場合にはどのような原則に基づいて対処するのが

適切かを考察する．参考となる既往文献（研究論文だけ

でなく，法令・制度等も含む）を分析し，それらの基礎

となっている考え方を抽出し，幹線鉄道整備に適用でき

るかを検討する．	

　本研究の具体的な構成としては，第2章では本研究の
テーマに関連する既存の研究および本研究の視点を説明

する．第3章では研究背景であるとともに対象となる課
題の具体例として，国内における利害対立の発生可能性

のある幹線鉄道整備計画の事例紹介を行う．第4章では
広域的交通である国際的な移動における無害通行権（飛

び地への通行を含む）についての考え方の整理と分析，

第5章では日本国内での交通政策基本法に至る移動の権
利に関する議論の整理と分析，第6章では土地収用の考
え方と具体的な方法の整理と分析，第7章では民地にお
ける相隣関係の基本的な考え方と解決方法の整理と分析

をそれぞれ行う．これらの分析を通じて第8章では幹線
鉄道における通行に関する公益性と権利に関する論点整

理，および利害対立処理の基本的な方針と手順に関する

考察を行う．第9章で全体をまとめるとともに今後の課
題を述べる．	

　以上のような一連の分析と考察を通じ，幹線鉄道整備
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政策における課題解決の一助となることを目指すもので

ある．	

3.　利害対立の発生可能性のある幹線鉄道計画	

(1)　はじめに 
　本章では幹線鉄道網整備における地域（あるいは事業

者）間の利害対立により路線整備が困難になっている

（あるいは今後の可能性がある）と思われる事例を示

す．なお，中央新幹線の静岡県下区間における事業者と

静岡県との対立については，交通の利便供与や経済的利

害対立が根本的な原因である可能性はあるものの，公式

には環境問題や水利権の問題として議論されており，以

下の説明には含めていない．	

(2)　西九州新幹線 
　西九州新幹線（新鳥栖-長崎間，図 - 1下部左）のう
ち，武雄温泉以西は2022年開業予定であるが，新鳥栖-
武雄温泉間は佐賀県が着工に同意しておらず10),11)，全線

開業の見通しは立っていない．同ルートをフル規格で整

備しようとすると，利用者の多い佐賀駅から博多駅への

利便性向上が小さい割には費用負担が大きい上，並行在

来線が経営分離される可能性がある．また，新鳥栖駅が

九州新幹線（鹿児島ルート：以下，単に九州新幹線）上

に位置しているため，佐賀県は新幹線による国土軸への

接続を既に果たしているという状況にある．	

　一方，長崎県については佐賀県下を通過しなければ九

州新幹線に接続できないばかりか，山陽新幹線にも新幹

線電車を直通させることができず，国土幹線軸から切り

離されたままとなる．従前は軌間可変電車（FGT）を開
発して在来線と新幹線を直通運転することになっていた

が，FGTの開発が事実上頓挫している．	

(3)　四国横断新幹線	
　四国の新幹線計画は四国横断新幹線（岡山-高知間）

と四国新幹線（大阪-高松-松山-大分間）があるが，後

者は未完成の海峡通過が2箇所あり，整備に時間がかか
ることが予想される．そこで，近年は瀬戸大橋を経由し

て四国に至り，そこから 3方に分岐する路線網構想
（「四国の新幹線12)」，図-1下部右下）が進められてい
る．この構想では岡山から瀬戸大橋に至る区間が岡山市

と倉敷市を通過するものの，両市は既に山陽新幹線の沿

線である．整備推進団体として中四国横断新幹線建設促

進岡山県期成同盟会13)が組織されてはいるが，建設費負

担と並行在来線の経営分離の可能性がある新幹線整備

は，岡山県にとってインセンティブが働きにくい．	

　現在，四国への新幹線整備に対して岡山県は明確な姿

勢を示していないが，状況は西九州新幹線と似ており，

今後は利害対立が顕在化する可能性がある．	

(4)　中国横断新幹線	
　岡山に関する新幹線計画としては中国横断新幹線（岡

山-松江間）もあるが，特急「やくも」の運転区間（岡

山-米子-松江-出雲市間）をそのまま新幹線化する伯備

新幹線構想14)（図-1下部右上）が進行しつつある．	
　同構想も「四国の新幹線」構想と同様に岡山県下を通

過するが，「四国の新幹線」に比べて岡山県下の通過距

離が大きい．沿線は山間部であり，人口3〜7万人の都市
が3つしかない．このため，地元負担の大きな新幹線整
備には消極的な姿勢が今後とられる可能性がある．	

(5)　北陸新幹線敦賀以西のルート選定	
　北陸新幹線のうち未着工の敦賀-新大阪間については

複数のルート案が検討され，最終的に図-1上部左側の青
実線ルートが採用された．検討対象の1つであった赤実
線の通称米原ルートは，敦賀-米原間に新線を建設し，

米原-新大阪間は東海道新幹線に乗り入れて直通するも

のであった．実現すれば建設費は大幅に小さくなる．	

　ところが，北陸新幹線の乗り入れに対して東海道新幹

線の運営会社が明確な協力姿勢を示さなかったため，不

利な条件（直通運転せずに米原で乗り換え15)）で検討せ

ざるを得なくなり，それ以上の詳しい検討がなされない

まま，結果として不採用になった．	
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(6)　山形新幹線板谷峠改良計画	
　山形新幹線「つばさ」のうち，福島-山形-新庄間につ

いてはミニ新幹線（在来線の軌間を拡幅して新幹線電車

を直通運転）である．福島・山形県境の板谷峠は急勾配

急曲線で低速運転であるとともに，降雪や鳥獣等により

運休や遅延を発生させやすい．そこで，この県境区間に

12km程度の長大トンネルを建設し，運転速度と信頼性の
向上を図ろうとする計画が進行している16)（図-1上部右
下）．	

　同区間は基本計画奥羽新幹線（福島-山形-秋田間）に

並行する区間であり，奥羽新幹線整備の一環として山

形・福島両県は協力関係にある．現時点ではトンネル整

備に対して利害対立は生じていないが，「根元」となる

福島にはすでに東北新幹線が整備されており，佐賀や岡

山と状況は似ているため，潜在的な利害対立の可能性が

あると思われる．	

(7)　秋田新幹線仙岩峠改良計画	
　山形新幹線と同様，秋田新幹線「こまち」の盛岡-秋

田間についてはミニ新幹線であり，岩手・秋田県境は山

形新幹線の場合と同様の課題を抱えているだけでなく，

単線区間でもある．この県境区間に15km程度の長大トン
ネルを建設し，運転速度と信頼性の向上を図ろうとする

計画が進行している17)（図-1上部右上）．	
　同区間に新幹線計画は無く，国庫補助が少ない在来線

改良とせざるを得ない．また，岩手県にはすでに東北新

幹線が整備されおり，今後の利害対立の可能性がある．	

4.　国際法に基づく無害通航権について	

(1)　はじめに	
　本章では，最も広域的な交通である国際的な移動にお

ける通航権および飛び地への通行についての考え方の整

理と基本的な概念の分析を行う．基本的にはいずれの制

度もインフラの建設を伴わないものであり，幹線鉄道整

備とは形態が異なるが，移動の基本概念として参考にな

ると思われるため言及することとした．(5)節を除き，本
章はいずれも国際法に関する基礎的な文献18)を参考にし

てまとめている．	

(2)　領海の無害通航権	
　公海については自由に航行や上空飛行できるが，沿岸

国の主権が及ぶ領海については領海条約19)に基づき，沿

岸国の平和や秩序を害しない限りという条件下において

通航できる．事前の許可や通告は必要なく，沿岸国は通

航税等を課すこともできないが，軍事や資源調査等の目

的の通航や，軍艦等の通航は制限される場合がある．ま

た，国際海峡においても国連海洋法条約2 0 )に基づいて

（無害の軍艦を含め）通航できる．このような領海の無

害通航制度は長い歴史的慣習によって培われてきたもの

であり，その基本的な思想は，沿岸国の社会秩序を守り

ながら通航する外国船舶の利益を確保するものである．

領海における無害通航は，公海における航行の自由の延

長として捉えるのが適当である．	

(3)　国際河川の通航権	
　必ずしも慣習国際法上の制度として確立しているわけ

ではないが，複数の国を貫流する貫流河川や複数の国の

国境をなす国境河川では，関係国の個別の条約に基づい

て民間船舶の航行の自由が保障されていることがある．

このような国際河川における通航については，元々は上

流国に対して海への自由なアクセスを供与するという考

え方が基本であった．だが，通航以外に灌漑や発電等の

利用が広がるようになってくると，河川国が保有する権

利と義務における完全な平等を内容とする相互主義に基

づいて共通利益を保障するという考え方に基づくように

なってきている．	

　このほか，人工河川である運河については，国際条約

に基づいて全ての国の船舶に対して航行の自由を保障し

ている国際運河（2つの海洋を結ぶ）がある（キール運
河，スエズ運河，パナマ運河など）．	

(4)　民間航空の無害通航権	
　領海とは異なり，領空については原則として無害通行

権は存在しない．しかし民間航空の発達が国際社会の友

好・相互理解に役立つとの観点から，国際民間航空条約

21)によって領空における民間航空機の無害の通航権を認

めるようになった（ただし，航空路を飛行することなど

の制限はある）．	

　また，国連海洋法条約38条2項20)に基づき，国際海峡

の上空を（軍用機を含めて）航空機が通航できるように

なっている．	

(5)　飛び領土への囲繞地通行権	
　例は少ないが，他国内に領土の飛び地（飛び領土）が

存在する場合がある．国際法における囲繞地（取り囲ん

でいる他国）の通行権の問題を扱った井上の研究22)によ

ると，このような飛び領土が存在する場合においても，

習慣国際法上，囲繞地を通行する際の通行権が確立して

おり，私人および文官の場合は囲繞地国の統制に従うこ

とを条件として事前の許可なく通行できるのに対し，軍

隊の場合は一般的には囲繞地国の許可が事前に必要であ

る．	

 4
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(6)　本章のまとめ	
　本章で紹介した国際的な通航（通行）のルールの基本

的な考え方としては，被通行側に対して無害であること

を前提として，通航（通行）する側の利益を最大限考慮

するという基本的な考え方が見られる．また，国際河川

の例を見ると，個別の条約に基づくものではあるが，上

流が倭国への利便を図るだけでなく，関係する河川国の

完全な相互主義という考え方も導入されている．	

　日本国内幹線鉄道整備においても，被通行側の無害相

当を担保しながら国土幹線軸側から見て奥側からの通航

を保障するという方法も考えられるとともに，沿線の関

係地域の完全な相互主義に基づいて共通利益を追求する

考え方もある．	

5.　移動の権利に関する国内法令等について	

(1)　はじめに	
　本章では国内での交通政策基本法に至る移動の権利に

関する議論の整理を行うとともに，幹線鉄道整備につい

てどのような考え方で捉えるべきかについて分析する．	

(2)　日本国憲法における通行に関連する条文	
　我が国の基本的な社会ルールとしては，まず日本国憲

法（表-1）が挙げられる．第22条に「何人も，公共の福
祉に反しない限り，居住，移転及び職業選択の自由を有

する」とあり，交通基本法案審議（交通政策基本法の前

段階）に至るまでの議論の中でも第25条（生存権）や第
13条（幸福追求権）とともに，我が国における移動権の
議論における基本的な論拠となっている．	

(3)　我が国での交通政策基本法に至る議論	
　我が国の移動の権利に関する議論では，フランスの交

通権に言及されることが多い．1982年にフランス国鉄の
改革に伴い制定されたフランス国内交通基本法（LOTI: 
Loi  no.82-1153  du  30  décemble  d'Orientation  des 
Transports  Intérieurs）において交通権が規定され23)，我

が国ではしばしば都市交通整備の論拠として解釈されて

きている24)．だが，LOTIはその第1条において国内交通
体系は「共同社会にとって経済的，社会的，環境的な面

からもっとも有利な条件の下に利用者の必要を満たさな

ければならない」，「国民の団結及び連帯，国防，経済

的及び社会的発展，均衡のとれた国土整備及び持続可能

な発展，国際交易特に欧州域内交易の発展に貢献するも

のとする」としており25)，対象範囲が必ずしも都市交通

にとどまらないだけでなく，最終的には各種の「発展」

等に繋がることが期待されている．	

　一方，我が国の移動権に関する議論は都市交通や地域

交通を主眼とするものがほとんどである．1991年の和歌
山線格差運賃返還請求事件では憲法第13条，第22条第1
項，第25条第1項（表-1）を根拠として地方交通線の割
増運賃が不当であるとの訴えが起こされたが，結果的に

原告敗訴となった26)．また，1997年には北陸新幹線の開
通に伴う横川-軽井沢間の在来線の廃線についても，同

様の論拠で訴訟が起こされている2)．その後，2002年お
よび2006年に議員立法として移動権の保障を盛り込んだ
交通基本法案が提出されたが成立には至っていない23)．	

　国土交通省においては，2009年より交通に関する基本
理念などを定める基本法制に関して具体的な検討が開始

され，2010年に交通政策審議会および社会資本整備審議
会に「交通基本法案検討小委員会」が設置されて，翌

年，基本的な論点がとりまとめられた27)．その報告書で

は，表-1の憲法各条を論拠として移動権の保障を支持す
るとしながらも，現状では法制論，行政論，社会実態論

などの観点から時期尚早との結論に至っており，その後

の政府提出交通基本法案（衆議院解散に伴い2012年11月
廃案）では，移動権が「交通に対する基本的な需要」に

置き換えられた．だが，交通権そのものが否定されてい

るわけではなく，消費者基本法やドイツの「生存配慮」

の考え方に照らしても，「基本的な需要」は「移動権」

と大きな差異は無いとの見解がある2 8 )．「基本的な需

要」は移動行為そのものであるが，移動することそのも

のだけに着目するのではなく，移動を通じて国民や地域

が交流することで社会的な有機体を形成し，地域が活性

化することこそが重要であるとの見解29)もあった．法案

については一部修正された後，2013年に「交通政策基本
法」として成立している．	

　成立した交通政策基本法は地域交通や物流を強く意識

したものになっているが30)，第1条に「国民生活の安定
向上及国民経済の健全な発展を図ること」（表-2）とい
う目的が記され，単なる移動だけを対象としているわけ

ではないことがわかる．同時に，同法に基づく交通政策

基本計画31)では，既に着手している施策を並べただけで

はあるものの，地域間の流動拡大やインバウンド対応に

関する施策として新幹線整備に関する記述も見られる．	

(4)　全国幹線旅客鉄道整備法	
　全国幹線旅客鉄道整備法（以下，全幹法）は新全総

 5

表-1　日本国憲法における移動の権利に関連する箇所

箇所 条文

第13条 　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及
び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉
に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重
を必要とする。

第22条 　何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び
職業選択の自由を有する。

第25条 　すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む
権利を有する。
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（1969年）施行下の1970年に制定されており，我が国
で交通権の議論が行われる数十年前に施行されている．

その目的（表-2）は「…国民経済の発展及び国民生活領
域の拡大並びに地域の振興に資すること」となってお

り，交通政策基本法の目的と極めてよく似ている．すな

わち，これら2つの法が目指す方向には齟齬は無く，交
通政策基本法下において全幹法は具体策の実施政策とし

て十分に機能しうる．同時に，交通政策基本法の背景と

なっている移動の権利に関する基本的な考え方は全幹法

にも適用可能になったと捉えることが可能である．	

(5)　本章のまとめ	
　以上のように，交通政策基本法と全国新幹線鉄道整備

法とは目的が極めてよく似ており，交通政策基本法で想

定されている実質的な移動の権利に関する考え方は全国

新幹線鉄道整備法においても同様に考えることが可能で

あり，新幹線も広域的な移動を実現する具体策の一つと

して捉えることができる．	

6.　土地収用制度における公益性の考慮	

(1)　はじめに	
　公共事業実施に当たっての紛争解決の方法の1つに土
地収用制度がある．主として民地を公共事業用地として

取得するための制度であるが，公共の利益の考慮方法や

損失の補償の考え方が含まれており，本章で分析する．	

(2)　我が国の土地収用法の目的と概要	
　土地収用法の目的は表-2のようになっており，公益性
のある事業を推進するために私権を一定程度制限する内

容を含んだ制度になっている．公益性があるだけでな

く，国土の利用に着目していることが特徴でもある．制

度の内容は行政体ごとに一般向けの説明資料32)が作成さ

れており，国や自治体等（起業者）と土地所有者等が合

意の上で土地を取得するのが原則だが，合意できない場

合は補償（金銭が原則だが代替地等の場合もある）をし

た上で土地を取得するという手順が説明されている．	

　土地を収用される側は資産価値の減少という損失が生

じるため，国や自治体等（起業者）が損失補償しなけれ

ばならないと定められている（第68条）．また，損失補
償額は土地そのものの価格（第71条）だけでなく，不揃
いな形状となって価値の低下した残地に対する補償（第

74条），残地の買い取り要求（第76条），新たに必要と
なった工作物等の整備費用（第75条），建物等の移転費
用補償や買い取り（第77条〜第80条），当該地で営まれ
ていた事業等に生じた損失についての補償（第88条）な
どが定められている．	

　土地区画整理事業の場合は事業実施によって地価上昇

することで減歩分の資産価値低下を補う考え方が導入さ

れているが，土地収用の場合は残地が地価上昇しても補

償額と相殺できない（第90条）．このように，事業実施
によって発生する損失は，国や自治体等の起業者が完全

に負担するシステムになっている．	

　このように制度としては公権力の行使が可能になって

いるが，合意に基づかない土地収用については古くは成

田空港における三里塚闘争の原因の一つになったことが

知られており33)，また比較的近年でも最終的には収用に

至ったものの法廷での一連の審理に時間を要した例もあ

り34)，事実上は話がこじれた場合の最終手段という色合

いが濃い．	

(3)　土地収用制度に見る幹線鉄道整備の扱い	
　財産権の制限を伴うため，公共事業ならば何でも土地

収用法の対象事業になるわけではなく，道路，河川，砂

防，農業施設，鉄軌道，港湾，飛行場ほか計35項目）に
限定されている．幹線鉄道については第3条7項「鉄道事
業法による鉄道事業者又は索道事業者がその鉄道事業又

は索道事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施

設」もしくは第3条7項の2「独立行政法人鉄道建設・運
輸施設整備支援機構が設置する鉄道又は軌道の用に供す

る施設」が該当し，整備新幹線の場合は主として後者が

該当する．	

　このように，幹線鉄道整備は適正かつ合理的に国土利

用を実現する事業として認められている．	

(4)　LGV整備における手続き（参考）	
　前章ではフランスの交通権に関して言及したが，

TGV用の高速新線（LGV = Ligne à Grande Vitesse）建
設の際にも公権力行使を伴う土地収用が行われることが

あるため，参考のため説明する．	

　フランスの高速鉄道網整備計画では，表-3に示す7段
 6

表-2　各法律の目的

法律 条文

交通政策基
本法 

(2013年)

交通に関する施策について、基本理念及びその実現
を図るのに基本となる事項を定め、並びに国及び地
方公共団体の責務等を明らかにすることにより…
[中略]…交通に関する施策を総合的かつ計画的に推
進し、もって国民生活の安定向上及び国民経済の健

全な発展を図ること（第1条）
全国新幹線
鉄道整備法	

(1970年)

高速輸送体系の形成が国土の総合的かつ普遍的開発
に果たす役割の重要性にかんがみ、新幹線鉄道によ
る全国的な鉄道網の整備を図り、もつて国民経済の
発展及び国民生活領域の拡大並びに地域の振興に資

すること（第1条）
土地収用法	

(1951年)
公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使
用に関し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴
う損失の補償等について規定し、公共の利益の増進
と私有財産との調整を図り、もつて国土の適正且つ

合理的な利用に寄与すること（第1条）
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階からなる法定手続きがあり35)，これに従ってプロジェ

クトが進行する．各種の調査結果を資料として示した上

で意見公募を行い，その結果を待って公益宣言（DUP = 
Déclaration d’Utilité Publique）によって高速鉄道網整備
が公益にかなうことが確認される．このような仕組みに

より公権力による土地収用が正当化されており，日本と

は異なりプロジェクトごとに公益性の確認が行われる．	

(5)　本章のまとめ	
　以上をまとめると，土地収用制度は国土を適正かつ合

理的に利用できる公益事業として幹線鉄道整備を認めて

おり，土地を提供する側が経済的な被害を被らないよう

に制度が設計されている．ただし，強制的な収用は最終

的な解決に時間を要する場合があり，合意に基づく収用

が望ましい．	

7.　囲繞地通行権（袋地通行権）について	

(1)　はじめに	
　民法では他人の土地で取り囲まれた袋地に関して取り

囲んでいる隣地（囲繞地）を通行する権利が一定のルー

ル下で認められており，様々なケースに対して多数の判

例が形成されている．本章では隣地通行権の考え方（民

法210～213条，表-4）での基本的な考え方を整理する．	
　以下，いくつかの判例を紹介しながら考え方を説明す

るが，自然科学では多数の事例から統計解析等を行って

誤差を取り除いて真値を探るのに対し，裁判の場合は基

本的には判断の基準は基本的には変わらないので，代表

的な判例に対する分析で十分と思われる（異なる法律の

専門書籍でも同じ判例について説明されていることが多

い例えば36),37)）．	

(2)　都市地域計画分野における囲繞地に関する議論	
　都市地域計画分野では，囲繞地の通行権そのものを取

り扱った研究はあまり一般的ではないが，例えば旗竿地

（細い通路状の敷地だけで街路までつながっている奥

まった土地）に関しては，旗竿地の発生状況や住環境に

関する調査を行った研究38)によると，旗竿地でない十分

に接道している敷地に比べて旗竿地では住環境が劣り，

転居の意向が強いことなどがわかっている．また，密集

市街地における建替に関する研究39)では，接道条件の改

善が密集市街地の改善にとって重要な要因の1つである

ことが述べられている．	

　このように，都市内においては公道アクセスの水準に

よって，個々の敷地の価値が大きく左右されるというこ

とが示されている．	

(3)　法学分野における囲繞地に関する議論	
　法学分野では，細かな条件の相違が隣地の通行権に関

する裁判に与えた影響に関する研究や判例を取り扱った

書籍等が多数存在する（本研究では詳細な条件変化の影

響の分析は目的としないので，代表的なものについて言

及する）．相隣関係としての（袋地から公道に出るため

の）私道通行権に関する判例について考察した研究40)に

よると，私道通行の妨害に対して中止を求める根拠とし

ては，不法行為説，人格権説（自由の侵害，生活の侵

害），通行地役権説，生活秩序違反説の大きく4つの学
説があるとしている．かつての判例は土地という物に対

する権利の関係としてとらえ，人格権や通行権に積極的

な態度ではなかったが，近年の判例は人格権的権利とい

う概念を導入し，積極的に通行妨害の中止請求を肯定す

るようになってきていると指摘している．つまり，通行

権は要役地（袋地）で営まれる生活に必要不可欠な権利
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表-3　LGV建設までの手続き

項目 内容

初期協議 中央政府・SNCF（国鉄）・沿線関係者などによる話し合
いにより，初期提案を作成する．

予備調査 初期提案をもとに，需要予測，社会経済的影響，各種のル
ート案などの予備調査を実施する．

予備設計 予備調査結果は意見公募の際に示す資料となる．

意見公募 初期提案内容に対する賛否の意見をあらゆる関係団体等か
ら受け付ける．これは次の段階である公益宣言
（DUP=Déclaration d’Utilité Publique）へ進むためには必
要不可欠である．D U Pは例えば土地収用などの権力行使
をすることがあるので，このプロセスは大変重要である．

公益宣言 プロジェクトが公益にかなっており，実施することが適当
であるとの法的な確認である．DUPが済めば，数ヶ月以内
にプロジェクト開始の合意がなされる．	
（ただし，DUPは資金調達を保証するわけではない）

詳細設計 ルートや構造物，あるいは車両の詳細な仕様を詰める．

政府認可 SNCFによる着工を政府が公式に承認する．	
（この段階までに資金調達問題は解決されている）

表-4　民法における隣地の通行に関連する箇所

箇所 条文

第210条	

2  

　他の土地に囲まれて公道に通じない土地の所有者は、公
道に至るため、その土地を囲んでいる他の土地を通行する
ことができる。	
　池沼、河川、水路若しくは海を通らなければ公道に至る
ことができないとき、又は崖がけがあって土地と公道とに
著しい高低差があるときも、前項と同様とする。

第211条	

2  

　前条の場合には、通行の場所及び方法は、同条の規定に
よる通行権を有する者のために必要であり、かつ、他の土
地のために損害が最も少ないものを選ばなければならな
い。	
　前条の規定による通行権を有する者は、必要があるとき
は、通路を開設することができる。

第212条 　第210条の規定による通行権を有する者は、その通行す
る他の土地の損害に対して償金を支払わなければならな
い。ただし、通路の開設のために生じた損害に対するもの
を除き、一年ごとにその償金を支払うことができる。

第213条	

2  

　分割によって公道に通じない土地が生じたときは、その
土地の所有者は、公道に至るため、他の分割者の所有地の
みを通行することができる。この場合においては、償金を
支払うことを要しない。	
　前項の規定は、土地の所有者がその土地の一部を譲り渡
した場合について準用する。
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であるとの見解であり，「生活の本拠と外部との交通は

人間の基本的生活利益に属する」と述べている1997年の
判決41)もある40)．	

(4)　基本的な考え方	
　民法2 1 0条（表-4）に基づく場合について説明する
と，例えば，土地の分筆によって生じたのではなく歴史

的経緯などから，公道に接した土地（囲繞地）の中に別

の所有者の公道に接しない土地（袋地）が元々あったと

する．このとき，袋地への出入りのために囲繞地を通行

することができる．必要に応じて通路の開設も認められ

ている（民法211条第2項）が，どの場所を通行しても良
いわけではなく，囲繞地側の損害が最も小さい方法でな

ければならない（民法211条第1項）．河川や海，あるい
は崖などの地形の関係で通路を設置できる箇所が限られ

ている場合は，袋地が完全に囲繞地の内側に含まれてい

る必要はない（民法210条第2項）．	
　通路を新規に開設する場合の費用は袋地側の負担にな

るとともに，通行料を支払う必要がある（民法 2 1 2
条）．なお，元々一体（一筆）であった土地を分割（分

筆）した場合については民法213条が適用される．この
場合は通路を考慮せずに土地分割したことがそもそも誤

りであるとの考えから，通行料は不要となる．	

(5)　通路の水準とその背景	
　袋地から公道に至る通路については，必要最低限のも

のしか認められないが，その具体的基準は示されていな

い．袋地に建築物を設置するためには建築基準法第42条
で定められた道路に2 m以上接する必要があり（建築基
準法第43条），条例によりさらに長い接道を要求する場
合もある．かつては，条例（東京都建築安全条例第4条
や第10条の3では，大規模建築物や特殊建築物の床面積
に応じて，建築基準法よりも長い接道を要求している）

の基準を満たさなくとも建築基準法を満たすだけで良い

という1962年の判例42)があった．条例を考慮していない

判決なので，新規の建築ができないという状況に陥ると

いうものであった．だが，その後の自動車普及に伴い，

自動車の出入りを可能とすることが社会的要請であると

の考えから幅員4mの通路を認める1977年の判例43)が出

るようになった．また，前述の1997年の判例41)でも自動

車利用が考慮されている．	

　また，不便な手段（山上へのロープウェイ）しか存在

しない山上の土地に関しても民法210条第2項（準袋地）
に基づいて別途通路の設置が認められた1993年の判例44)

があり，囲繞地側の権利保護よりも袋地側の価値向上に

重きが置かれる傾向にある．	

　ところで，民法では囲繞地を通過する部分は「通路」

とされ，交通の用に供されることを想定しているように

見えるが，今日の生活水準を考慮し，上下水道や電気・

ガス・通信線等のライフラインの通過も認められている

45),46)．	

(6)　通行が認められなかった事例	
　一方，通行が認められなかった例も存在する．元々一

筆の土地であったものを分筆した場合において，分筆後

に袋地から公道への通路拡幅や別経路の設定等の利便向

上を求めても，通路の構造や規模は分筆時の意思に基づ

いた結果であるので認められていない47),48)．また，袋地

の所有者が交代し，袋地の利用方法が変更になったこと

を理由に囲繞地上の通路の拡幅を求めた裁判49)でも元々

の幅員以上を認めなかった．	

　前節で自動車利用を考慮した判例41),43)があることを述

べたが，公道側に駐車場が確保できることなどを理由に

通路の拡幅を認めなかった例50)や，現状において袋地側

の生活に支障が無いことを理由に認めなかった例51)もあ

る．土地と公道との間に段差がある場合は袋地と同様に

扱うが（民法210条第2項，表-4），区画整理の換地処分
の時点で階段によって公道と接続する計画となってお

り，それに従った区画整理が行われた土地については，

事後に袋地として扱って新たな通路を設置することは認

められないとした判例52)もある．	

(7)　本章のまとめ	
　このように，民地における隣地通行権である囲繞地通

行権については基本的には土地の有効活用を図りながら

も通路の開設費用や通行料の発生する場合の負担が袋地

側であるなど，無害通航に近い考え方が導入されている

ことがわかる．また，利害対立があった場合には，社会

の要請する生活水準と囲繞地側の負担を考慮した上で通

路の規模や種類が認められている．一方，通行権が認め

られなかった判例を見ると，上記の基本的な方向性を否

定するものではなく，事例ごとの合理的な理由に基づい

て判断されていることもわかる．	

　このようなことから，幹線鉄道整備に関して通行権を

考慮する際にも，社会の要請する水準や公益性を考慮す

ることが重要であると考えられる．	

8.　共通概念の整理と幹線鉄道整備の方向性	

(1)　はじめに	
　本章では，第4章〜第7章で示した移動に関する権利の
考え方を整理し，全体に共通する考え方を分析する．ま

た，利害対立の解決の方向性に付いても同様に整理し，

解決の基本的な方向性についても分析する．その上で，

幹線鉄道整備における利害対立を解決する際に必要な主
 8
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要点について考察する．	

(2)　共通する考え方の整理	
　第4章〜第7章で述べた国際交通，国内交通，土地収
用，隣地通行の要点をまとめると表-5のようになる．こ
れらに共通する基本的な考え方としては，同表最下段に

も示すように，原則として移動側の利益を重視している

ということである．通過される側の権利と公益との比較

では，公益を重視している．ただし，原則として無害通

行であり，費用が発生する場合は移動側が負担して被通

過側の負担を最小化するようになっている．	

　このような共通の考え方をもとに幹線鉄道整備におい

て利害対立が生じた場合について考察すると，移動側の

利益を重視することを原則とし，被通過側の負担を最小

限としながら発生費用等は移動側が負担するということ

になるのではないかと思われる．	

(2)　基本的人権に関する論点からの考察	
　全国新幹線鉄道整備法に基づいて新幹線整備をする場

合，土地収用法が適用される程度には公益事業として認

められてはいる．だが，囲繞地に通行権が法に従って自

動的に設定されるのと同等の人格権や基本的生活利益が

新幹線整備に認められるかは，囲繞地通行権の判断に社

会通念的な交通水準が考慮されるようになりつつあると

しても，議論の余地はある．	

　第5章で述べたように，幹線鉄道網整備を含めてフラ
ンスでは交通権が確立しているのに対し，日本では旧交

通基本法案に関する議論において交通権の導入が求めら

れたものの，結果的には明確な権利化は時期尚早27)とい

うことになっている．このため，基本的人権を論拠とし

て半ば自動的に通行権のようなものを設定することは難

しいと思われる（将来的に我が国でも交通権が明確に確

立した場合はこの限りでは無い）．	

(3)　通路の水準に関する論点からの考察	
　他の適切な迂回路が近傍に存在する場合は国際海峡通

行が認められていないこと20)，囲繞地通行権の判断に社

会通念的な交通水準が考慮されるようになってきている

41),43)ものの，これを参考としたとしても高速道路や航空

路が開設されている状況下での新幹線整備は必要な交通

整備かどうかという点も明確化は必要である．	

　まず公益性についてであるが，秋田新幹線仙岩峠改良

計画のケースを除き，全国新幹線鉄道整備法に基づく公

式な路線計画であるため，国土整備の方針として新幹線

整備が沿線開発にとって望ましい地域であるということ

が認められている（公益性が担保されている）と言え

る．	

　交通の整備水準の点では，全国的に見た場合は全国的

な新幹線網整備は途上であり，整備済みの都道府県と未

整備の県とがあるため，標準的に備えているべき都市間
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表-5　共通する考え方の分析

対象 考え方（目的） 実施方法 法律など

国
際
交
通

舟
運

公海 ・原則自由 ・自由通航 慣習

領海 ・外国船舶の利益を確保
・無害通航	
・軍事や資源調査は制限

領海条約

国際海峡 ・外国船舶の利益を確保 ・無害通航 国連海洋法条約

国際河川
・上流国から海へのアクセス	
・共通利益の保障

・無害通航（民間船舶） 個別条約

国際運河 ・外国船舶の利益を確保 ・自由に通航 国際条約

航
空

領空 ・国際社会の有効と相互理解
・民間機の無害通航	
・航空路を指定

国際民間航空条約

国際海峡上空 - ・自由に通航 国連海洋法条約

陸
運
囲繞地(国) ・飛び領土への通行確保

・私人等の無害通行（統制あり）	
・軍隊：通行を制限

慣習国際法

国
内
交
通

フ
ラ
ン
ス

都市交通	
都市間交通

・利用者の必要を満たす	
・経済・社会・環境の面で有利な条件	
・国民の団結，連帯，国防	
・経済・社会の発展	
・均衡ある国土整備，持続可能な発展	
・欧州域内の交易の発展

・交通権の確立 国内交通基本法

日
本

都市交通	
都市間交通

・国民生活の安定向上	
・国民経済の健全な発展

・交通の基本的な需要の充足 交通政策基本法

高速鉄道
・国民経済の発展	
・地域の振興

・国民生活領域の拡大	
・公設民営による路線整備

全国新幹線鉄道整備法

土
地
収
用

日
交通事業	
鉄道事業

・公共の利益となる事業（指定）を推進	
・鉄道事業を含む

・適当な保障の下に土地を収用 土地収用法

仏 幹線鉄道整備 ・事業ごとに公益性を確認(DUP) ・DUPを論拠に土地を収用 -

隣
地
通
行

陸
運
囲繞地	
事実上の囲繞地

・人格権（自由や生活の侵害）の観点	
・外部との交通は基本的生活利益	
・社会状況を考慮（自動車利用）	
・ライフラインの通過も認める

・囲繞地を通行	
・設備類は袋地側の負担	
・囲繞地側の負担は最小限

民法

共通概念（考察）
・原則として移動側の利益を重視	
・公益性の重視

・原則は無害通行	
・被通過側の負担を最小限とする

-
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交通かどうかは見解が分かれる．だが，第3章の各ケー
スを見ると，いずれも袋地相当側に比べて囲繞地相当側

の方が新幹線については整備水準が高いという特徴があ

る．すなわち，少なくとも囲繞地相当側では新幹線が整

備されていることが当然であるという社会生活の水準設

定がされており，隣接地に対して自地域よりも低水準の

整備レベルを強いる適切な理由は無いように思われる．	

(5)　本章のまとめ	
　第4章〜第7章の分析を整理した結果，移動側の利益を
重視していること，通行は無害通行が原則で，費用が発

生する場合は移動側が負担するのが基本であるというこ

とがわかった．	

　また，我が国の幹線鉄道整備について考察した結果，

現行の交通政策基本法では移動が基本的人権として認め

られている状況ではないため，囲繞地通行権のような法

的な権利の半自動的な設定は難しいものの，新幹線網整

備には公共事業としての公益性はある．また，利害対立

地域間での局所的な水準の観点では，少なくとも新幹線

整備済み地域が未整備地域に対して新幹線整備を阻止す

る理由は存在しないという考察を行った．	

9.　おわりに	

(1)　本研究のまとめ 
　本研究では国際法，交通政策基本法が成立するまでに

行われた主要な議論，土地収用，民地における相隣関係

処理などに共通する考え方を分析し，国内における幹線

鉄道整備における利害対立についてはどのような考え方

を基本とすべきかについて論じた．	

　これらのことから，幹線鉄道網整備で利害対立が生じ

た場合は，a)整備を求める側の利益重視原則の確認，b)
事業の国土利用等の観点における公益性の再確認（≠採

算性），c)整備水準の高い側への相互理解の要請（阻止
する立場では無いことの理解を求める），といった事項

を実施した上で，まずは話し合いによる合意を目指す．

合意に至らない場合は，整備を求める側の負担により整

備を実施に移す（ただし被通過側は整備の便益を享受し

ないことが原則）という手順が考えられる．	

(2)　今後の課題 
　上記のような幹線鉄道整備における利害対立時におけ

る基本的な方針を実際に実行する際には次のような課題

も考えられる．	

a )実際には袋地相当側地域の一部は囲繞側県内であ
り，負担方法の決定が容易ではない．	

b)囲繞側が便益を享受せずに整備を実施すると言う
ことが実際に行えるか．	

c )袋地側の負担で整備が完了した後に囲繞側が駅設
置を求めてきた場合の費用負担をどうするか．	

謝辞：本稿は大阪産業大学令和2年度産業研究所分野別
研究組織の研究結果の一部である．ここに感謝の意を表
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